
2024年7月末時点
法令名 根拠条項 許認可等の種類 担当部局 備考

11-1 危険物施設設置・変更の許可 消防庁 危険物保安室
11-5 危険物施設の完成検査 消防庁 危険物保安室
11-5 仮使用の承認 消防庁 危険物保安室
14の2-1 予防規程の認可・変更認可 消防庁 危険物保安室
14の3-1 定期保安検査 消防庁 危険物保安室
14の3-2 臨時保安検査 消防庁 危険物保安室
19-1 事業用施設の工事計画の認可(15-1本文

以外）
消防庁 危険物保安室

27-1 保安規程の認可・変更の許可 消防庁 危険物保安室
29 保安検査 消防庁 危険物保安室
6 一般信書便事業の許可 情報流通行政局郵

政行政部
信書便事業課

12-1(34) 一般（特定）信書便事業の事業計画の変更
の認可

情報流通行政局郵
政行政部

信書便事業課

15-1 一般信書便事業の休止又は廃止の許可 情報流通行政局郵
政行政部

信書便事業課

22-1(34) 信書便管理規程の認可 情報流通行政局郵
政行政部

信書便事業課

23-1(34) 信書便の業務の一部委託の認可 情報流通行政局郵
政行政部

信書便事業課

24-1(34) 他の一般信書便事業者又は特定信書便事
業者との信書の送達の事業に関する協定
又は契約の認可

情報流通行政局郵
政行政部

信書便事業課

25(34) 外国信書便事業者との信書の送達の事業
に関する協定又は契約の認可

情報流通行政局郵
政行政部

信書便事業課

29 特定信書便事業の許可 情報流通行政局郵
政行政部

信書便事業課

郵便切手類模造等取締法
（昭和47年法律第50号）

1-2 郵便切手類の模造の許可 情報流通行政局郵
政行政部

郵便課

郵便切手販売所等に関す
る法律
（昭和24年法律第91号）

4-3 郵便切手類販売の承認 情報流通行政局郵
政行政部

郵便課

放送技術課 放送に係る無線局関係
（技術的事項）

地上放送課 地上放送(コミュニティ
FM放送及びエリア放送
を除く。)に係る無線局
関係

衛星・地域放送課 衛星放送に係る無線局
関係

地域放送推進室 有線放送、コミュニティ
FM放送及びエリア放送
に係る無線局関係

基幹通信室 固定業務に係る無線局
関係

移動通信課 陸上移動業務に係る無
線局関係

基幹・衛星移動通
信課

海上移動業務、衛星移
動業務及び航空移動
業務に係る無線局関係

4の3 免許を要しない無線局の呼出符号又は呼
出名称の指定

総合通信基盤局電
波部

移動通信課

基幹通信室 固定業務に係る無線局
関係

移動通信課 陸上移動業務及びアマ
チュア業務に係る無線
局関係

基幹・衛星移動通
信課

海上移動業務、衛星移
動業務及び航空移動
業務に係る無線局関係

24の2-1 検査等事業者の登録 総合通信基盤局電
波部

電波環境課

24の2の2 登録検査等事業者の登録の更新 総合通信基盤局電
波部

電波環境課

24の13-1 外国点検事業者の登録 総合通信基盤局電
波部

電波環境課

基幹通信室 固定業務並びにFWA及
び中継/エントランス回
線に係る無線局関係

移動通信課 陸上移動業務に係る無
線局関係

基幹・衛星移動通
信課

海上移動業務、衛星移
動業務及び航空移動
業務に係る無線局関係

訓令第２条（１）の対象条項

4 無線局の免許及び再免許 情報流通行政局

総合通信基盤局電
波部

石油パイプライン事業法
（昭和47年法律第105号）

民間事業者による信書の
送達に関する法律
（平成14年法律第99号）

消防法
（昭和23年法律第186号）

電波法
（昭和25年法律第131号）

（当該条項が申請（行政手続法第２条第３号に規定する申請をいう。）に対する処分の根拠を定めるものであって、当該条項に違反する行為が罰則の
対象となるもの）

総合通信基盤局電
波部

17 無線局の目的変更の許可 総合通信基盤局電
波部

27の5-1 包括免許及び再免許



基幹通信室 固定業務並びにFWA及
び中継/エントランス回
線に係る無線局関係

移動通信課 陸上移動業務に係る無
線局関係

基幹・衛星移動通
信課

海上移動業務、衛星移
動業務及び航空移動
業務に係る無線局関係

基幹通信室 固定業務に係る無線局
関係

移動通信課 陸上移動業務に係る無
線局関係

基幹・衛星移動通
信課

海上移動業務、衛星移
動業務及び航空移動
業務に係る無線局関係

基幹通信室 固定業務に係る無線局
関係

移動通信課 陸上移動業務に係る無
線局関係

基幹・衛星移動通
信課

海上移動業務、衛星移
動業務及び航空移動
業務に係る無線局関係

27の14-1,27
の15-1

特定基地局の開設計画の認定・変更の認
定

総合通信基盤局電
波部

移動通信課 陸上移動業務に係る無
線局関係

27の15-3 周波数の指定の変更 総合通信基盤局電
波部

移動通信課 陸上移動業務に係る無
線局関係

20-2,20-3 認定特定基地局開設者の地位の承継の許
可

総合通信基盤局電
波部

移動通信課 陸上移動業務に係る無
線局関係

基幹通信室 固定業務並びにFWA及
び中継/エントランス回
線に係る無線局関係

移動通信課 陸上移動業務に係る無
線局関係

基幹通信室 固定業務並びにFWA及
び中継/エントランス回
線に係る無線局関係

移動通信課 陸上移動業務に係る無
線局関係

基幹通信室 固定業務並びにFWA及
び中継/エントランス回
線に係る無線局関係

移動通信課 陸上移動業務に係る無
線局関係

基幹通信室 固定業務並びにFWA及
び中継/エントランス回
線に係る無線局関係

移動通信課 陸上移動業務に係る無
線局関係

37 無線設備の機器の型式検定 総合通信基盤局電
波部

電波環境課

38の2の2-
1,38の4-1

登録証明機関の登録・登録の更新 総合通信基盤局電
波部

電波環境課

38の31-1 承認証明機関の承認 総合通信基盤局電
波部

電波環境課

38の39-1 修理業者の登録 総合通信基盤局電
波部

電波環境課

38の42-1 登録修理業者の変更登録 総合通信基盤局電
波部

電波環境課

39の10-1 指定講習機関の業務の休廃止の許可 総合通信基盤局電
波部

電波政策課

41-1 無線従事者の免許 総合通信基盤局電
波部

電波政策課

41-2-2 無線従事者養成課程の認定 総合通信基盤局電
波部

電波政策課

47の5→39の
10-1

指定試験機関の業務の休廃止の許可 総合通信基盤局電
波部

電波政策課

48の2-1 船舶局無線従事者証明 総合通信基盤局電
波部

電波政策課

48の2-2 新規訓練の課程の認定 総合通信基盤局電
波部

電波政策課

48の3 再訓練の課程の認定 総合通信基盤局電
波部

電波政策課

39の10-1 登録周波数終了対策機関の業務の休廃止
の許可

総合通信基盤局電
波部

基幹通信室

100-1 高周波利用設備の設置の許可 総合通信基盤局電
波部

電波環境課

103の5-1 外国の無線局の運用の許可 総合通信基盤局電
波部

移動通信課 陸上移動業務及びアマ
チュア業務に係る無線
局関係

27の6-1 特定無線局の運用開始期限の延長

27の9 電波の型式、周波数、空中線電力、指定無
線局数等の指定の変更

総合通信基盤局電
波部

27の21 無線局の登録及び再登録 総合通信基盤局電
波部

27の26-1 無線局の変更登録 総合通信基盤局電
波部

27の32-1 無線局の包括登録 総合通信基盤局電
波部

27の33-1 包括登録の変更登録 総合通信基盤局電
波部

総合通信基盤局電
波部

27の8 通信の相手方等の変更の許可 総合通信基盤局電
波部



基幹・衛星移動通
信課

海上移動業務、衛星移
動業務及び航空移動
業務に係る無線局関係

38-5 無線局の現状を示す書類の証明 総合通信基盤局電
波部

基幹・衛星移動通
信課

38-6 無線局に備え付けておかなければならない
書類のうち海上移動業務において使用され
るアルファベット順の局の呼出符号表等に
代えることができる書類の認定

総合通信基盤局電
波部

基幹・衛星移動通
信課

13 学校等の認定 総合通信基盤局電
波部

電波政策課

16-3 学校等の認定の取消し申請 総合通信基盤局電
波部

電波政策課

25-1 養成課程に係る事項の変更の承認 総合通信基盤局電
波部

電波政策課

31-1 無線通信に関する科目の確認 総合通信基盤局電
波部

電波政策課

32-2 科目の確認の取消しの申請 総合通信基盤局電
波部

電波政策課

33-1 認定講習課程実施者の認定 総合通信基盤局電
波部

電波政策課

38-1 認定講習課程の変更の承認 総合通信基盤局電
波部

電波政策課

50 免許証の氏名の変更の申請 総合通信基盤局電
波部

電波政策課

56 証明書の氏名の変更の申請 総合通信基盤局電
波部

電波政策課

65-1 新規訓練、再訓練の課程の認定に係る事
項の変更の承認

総合通信基盤局電
波部

電波政策課

地上放送課 地上放送(コミュニティ
FM放送及びエリア放送
を除く。)に係る無線局
関係

衛星・地域放送課 衛星基幹放送関係
衛星・地域放送課 衛星一般放送関係
地域放送推進室 有線一般放送関係
衛星・地域放送課 衛星一般放送関係
地域放送推進室 有線一般放送関係

147-1 有料放送の契約約款の届出 情報流通行政局 地上放送課 地上放送(コミュニティ
FM放送及びエリア放送
を除く。)に係る無線局
関係

有線電気通信法
（昭和28年法律第96号）

4 本邦外にわたる有線電気通信設備の設置
許可

総合通信基盤局電
気通信事業部

事業政策課

9 電気通信事業の登録 総合通信基盤局電
気通信事業部

事業政策課

13-1 電気通信事業の変更登録 総合通信基盤局電
気通信事業部

事業政策課

21-2 特定電気通信役務に関する料金指数が基
準料金指数を超える場合の認可

総合通信基盤局電
気通信事業部

料金サービス課

料金サービス課
電気通信技術シス
テム課
料金サービス課

電気通信技術シス
テム課

40 外国政府等との協定等の締結・変更・廃止
の認可

総合通信基盤局電
気通信事業部

料金サービス課

46-3 電気通信主任技術者の養成課程の認定 総合通信基盤局電
気通信事業部

電気通信技術シス
テム課

50の2-1 電気通信番号使用計画の認定及び利用者
設備識別番号の指定

総合通信基盤局電
気通信事業部

番号企画室

50の6-1 電気通信番号使用計画の変更の認定 総合通信基盤局電
気通信事業部

番号企画室

50の11 事業者設備等識別番号の指定 総合通信基盤局電
気通信事業部

番号企画室

68の3-1 修理業者の登録 総合通信基盤局電
気通信事業部

電気通信技術シス
テム課

68の6-1 登録修理業者の変更登録 総合通信基盤局電
気通信事業部

電気通信技術シス
テム課

70-1 自営電気通信設備の接続の技術的条件の
認可

総合通信基盤局電
気通信事業部

電気通信技術シス
テム課

70-1 電気通信回線設備の保持が経営上困難と
なることの認定

総合通信基盤局電
気通信事業部

電気通信技術シス
テム課

72-2→46-3 工事担任者の養成課程の認定 総合通信基盤局電
気通信事業部

電気通信技術シス
テム課

74-2 指定試験機関の指定 総合通信基盤局電
気通信事業部

電気通信技術シス
テム課

情報流通行政局

33-2 第一種指定電気通信設備に係る接続約款
の設定・変更の認可

総合通信基盤局電
気通信事業部

情報流通行政局

情報流通行政局

認可接続約款以外での接続料及び接続条
件での協定に対する認可、変更認可

総合通信基盤局電
気通信事業部

33-10

無線従事者規則
（平成２年郵政省令第18
号）

電波法施行規則
（昭和25年電波監理委員
会規則第14号）

放送法
（昭和25年法律第132号）

97-1 放送事項等の変更の許可

電気通信事業法
（昭和59年法律第86号）

126-1

130-1

一般放送の業務の登録

一般放送の業務の変更登録



77-1 指定試験機関の役員の選解任に係る認可 総合通信基盤局電
気通信事業部

電気通信技術シス
テム課

79-1 指定試験機関の試験事務規程の設定・変
更に係る認可

総合通信基盤局電
気通信事業部

電気通信技術シス
テム課

80-1 指定試験機関の事業計画等の設定・変更
に係る認可

総合通信基盤局電
気通信事業部

電気通信技術シス
テム課

83-1 指定試験機関の業務の休廃止に係る許可 総合通信基盤局電
気通信事業部

電気通信技術シス
テム課

85の2-1 登録講習機関の登録 総合通信基盤局電
気通信事業部

電気通信技術シス
テム課

85の4-1 登録講習機関の登録の更新 総合通信基盤局電
気通信事業部

電気通信技術シス
テム課

86-1 登録認定機関の登録 総合通信基盤局電
気通信事業部

電気通信技術シス
テム課

88-1 登録認定機関の登録の更新 総合通信基盤局電
気通信事業部

電気通信技術シス
テム課

104-1 承認認定機関の承認 総合通信基盤局電
気通信事業部

電気通信技術シス
テム課

106 基礎的電気通信役務支援機関の指定 総合通信基盤局電
気通信事業部

基盤整備促進課

108-1 第一種適格電気通信事業者の指定 総合通信基盤局電
気通信事業部

基盤整備促進課

109-1 第一種交付金の額及び交付方法の認可 総合通信基盤局電
気通信事業部

基盤整備促進課

110-2 第一種負担金の額及び徴収方法の認可 総合通信基盤局電
気通信事業部

基盤整備促進課

110の3-1 第二種適格電気通信事業者の指定 総合通信基盤局電
気通信事業部

基盤整備促進課

110の4-1 第二種交付金の額及び交付方法の認可 総合通信基盤局電
気通信事業部

基盤整備促進課

110の5-2→
110-2

第二種負担金の額及び徴収方法の認可 総合通信基盤局電
気通信事業部

基盤整備促進課

113-3 支援業務諮問委員会の委員の認可 総合通信基盤局電
気通信事業部

基盤整備促進課

116-1→77-1 支援機関の役員の選解任の認可 総合通信基盤局電
気通信事業部

基盤整備促進課

116-1→79-1 支援機関の支援業務規程の設定・変更の
認可

総合通信基盤局電
気通信事業部

基盤整備促進課

116-1→80-1 支援機関の事業計画等の設定・変更の認
可

総合通信基盤局電
気通信事業部

基盤整備促進課

116-1→83-1 支援機関の支援業務の休廃止の許可 総合通信基盤局電
気通信事業部

基盤整備促進課

141-3 水底線路の保護指定を受けた区域におけ
る陸標の設置及びその位置の公告

総合通信基盤局電
気通信事業部

基盤整備促進課 罰則規定
法第193条第４号

電気通信事業法施行規則
（昭和60年郵政省令第25
号）

24の2-1 期限までに届出ができないことの承認 総合通信基盤局電
気通信事業部

料金サービス課

事業政策課

データ通信課
19 学校等の認定 総合通信基盤局電

気通信事業部
電気通信技術シス
テム課

31-1 養成課程に係る事項の変更の承認 総合通信基盤局電
気通信事業部

電気通信技術シス
テム課

18-1 学校等の認定 総合通信基盤局電
気通信事業部

電気通信技術シス
テム課

29-1 養成課程に係る事項の変更の承認 総合通信基盤局電
気通信事業部

電気通信技術シス
テム課

事業用電気通信設備規則
（昭和60年郵政省令第30
号）

57 電気通信設備の特例措置の承認 総合通信基盤局電
気通信事業部

電気通信技術シス
テム課

第一種指定電気通信設備
接続会計規則
（平成９年郵政省令第91
号）

3-1 第一種指定電気通信設備接続会計規則に
よらないことの許可

総合通信基盤局電
気通信事業部

料金サービス課

第二種指定電気通信設備
接続会計規則
（平成23年総務省令第24
号）

3-1 第二種指定電気通信設備接続会計規則に
よらないことの許可

総合通信基盤局電
気通信事業部

料金サービス課

第一種指定電気通信設備
接続料規則
（平成12年郵政省令第64
号）

3 第一種指定電気通信設備接続料規則によ
らないことの許可

総合通信基盤局電
気通信事業部

料金サービス課

第二種指定電気通信設備
接続料規則
（平成28年総務省令第31
号）

3 第二種指定電気通信設備接続料規則によ
らないことの承認

総合通信基盤局電
気通信事業部

料金サービス課

電気通信事業会計規則
（昭和60年郵政省令第26
号）

2 電気通信事業会計規則によらないことの許
可

総合通信基盤局電
気通信事業部

電気通信主任技術者規則
（昭和60年郵政省令第27
号）

工事担任者規則
（昭和60年郵政省令第28
号）



総合通信基盤局電
気通信事業部

電気通信技術シス
テム課

下記以外

総合通信基盤局電
波部

電波環境課 無線関係

総合通信基盤局電
気通信事業部

電気通信技術シス
テム課

下記以外

総合通信基盤局電
波部

電波環境課 無線関係

総合通信基盤局電
気通信事業部

電気通信技術シス
テム課

下記以外

総合通信基盤局電
波部

電波環境課 無線関係

総合通信基盤局電
気通信事業部

電気通信技術シス
テム課

下記以外

総合通信基盤局電
波部

電波環境課 無線関係

総合通信基盤局電
気通信事業部

電気通信技術シス
テム課

下記以外

総合通信基盤局電
波部

電波環境課 無線関係

特定電子メールの送信の
適正化等に関する法律
（平成14年法律第26号）

14-1,17-1 登録送信適正化機関の登録・登録の更新 総合通信基盤局電
気通信事業部

利用環境課

聴覚障害者等による電話
の利用の円滑化に関する
法律（令和2年法律第53
号）

12 業務の休廃止 情報流通行政局 情報流通振興課情
報活用支援室

23-1 調査業務規程の認可、変更の認可

特定機器に係る適合性評
価手続の結果の外国との
相互承認の実施に関する
法律
（平成13年法律第111号）

26-1 指定調査機関の業務の休廃止の許可

14-1 指定調査機関の指定

7-1 国外適合性評価事業の変更の認定

3-1,6-1 国外適合性評価事業の認定・認定の更新


	（１）申請に対する処分（許認可等）

